
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■国民健康保険について 
 国民健康保険（国保）は、国民皆保険制度により職場の健康保険や後期高齢者医療制度など他の

保険に加入されている人を除く全ての人が加入者となり、病気やケガをした時に、安心して必要な

医療を受けることが出来る制度です。 

 国保の医療費はみなさまの保険料と国等の負担で成り立っています。江津市の医療費は高止ま

りしており、これ以上医療費を増やさないように、みなさんの健康づくりを推進するための保健事

業も国保の大切な仕事です。 

 

■国民皆保険制度 
　日本の医療保険制度は、病気やケガをした時に、その経済的な負担を軽減し、安心して治療が受け

られるように、必ずすべての人が、何らかの公的医療保険に加入することになっています。会社な

どの職場の健康保険等に加入している人、生活保護を受けている人などを除き、国保に必ず加入す

る必要があります。 

 

■目次 
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・国民健康保険のしくみ 2Ｐ ・国民健康保険料の納付 9Ｐ 

・保険証は大切に 3Ｐ ・令和 4年度の国民健康保険料 10～12Ｐ 

・届け出が必要なとき 4Ｐ ・国保の保健事業 13～14Ｐ 

・医療機関にかかるとき 5Ｐ ・国保からみなさんへ 15Ｐ 

・こんなときにも給付があります 
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▷保険証は大切に 
 国民健康保険被保険者証（保険証）は、国保に加入していることを証明するものです。保険証は

1人に 1枚交付されます。医療機関にかかるときに必要ですので、大切に保管してください。 

 

■保険証が交付されたら 

・保険証が交付されたら、記載内容を確認しましょう。誤りがあれば、届け出てください。 

・コピーした保険証や有効期限が切れた保険証は、使用できません。 

・他人との貸し借りは絶対にしないでください。 

・紛失したり、破れたりしたときは、再交付の手続きを行ってください。 

 

■保険証の有効期限 

 毎年 7月 31日までが有効期限の保険証を交付しています。ただし、７月 31日までの 1年間

で 75歳になる人、70歳になる人の保険証の有効期限は次の通りです。 

 ・75歳を迎える人…75歳の誕生日の前日 

 ・70歳を迎える人…70歳の誕生月の末日 ※誕生日が 1日の人は誕生日の前日 

国保に加入中の人には、有効期限が切れるまでに新しい保険証を郵送します。 

 

■マイナンバーカードの保険証利用について 

オンライン資格確認が可能な医療機関・薬局では、マイナンバーカードを保険証として利用でき

ます。利用するためには事前に申し込みが必要です。市役所窓口でも手続きが可能です。 

※導入開始時期は医療機関・薬局によって異なります.。 

【メリット】 

〇本人が同意すれば特定健診の情報や今までに使用した薬剤情報を確認できるようになります。

〇特定健診や薬剤情報等を医療機関と共有できるようになります。 

〇限度額認定証の交付手続きなしで医療機関の窓口での支払額が限度額までとなります。  

  

■70歳から74歳までの人の保険証は高齢受給者証を兼ねています 

 江津市国保の保険証は、70歳から 74歳の人が医療機関を受診するときに必要な高齢受給者証

を兼ねています（被保険者証兼高齢受給者証といいます）。被保険者兼高齢受給者証には、医療機

関等での負担割合が明記してあります。 

※70歳になった月の翌月から利用することができます。（１日生まれの人はその月から） 

※所得に応じて、一部負担金の割合が２割（一定以上所得の人は３割）となります。 
 

【３割負担となる人】（一定所得以上の人） 

 同一世帯に住民税課税所得が145万円以上の70歳～74歳の国保被保険者がいる人。ただし、

70歳～74歳の国保被保険者の収入合計が、2人以上で 520万円未満、１人で 383万円未満の

場合（新たに 70歳になった人がいる世帯で基準総所得の合計額が 210万円以下の世帯に属する

人も含まれます）は、申請により 2割負担となります。負担割合の判定は、世帯の 70歳～74歳

の国保被保険者の住民税課税所得と収入で判定されます。 

 

 

 

▷国民健康保険のしくみ 
国民健康保険（国保）とは、病気やケガをしたとき、安心して医療を受けられる制度です。 

都道府県と市区町村が一緒に運営を担うことにより、事務の効率化、標準化、広域化を推進

し、制度の安定化を目指します。 

 国保に加入している人は、医療機関を受診したときに保険証を提示することで、かかった医療

費の一部負担で済みます。残りの医療費は、国保の保険者から支払われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国保の加入は世帯ごと、被保険者は一人ひとり 
 国保では、世帯の一人ひとりが被保険者となりますが、加入は世帯ごとに行います。 

 

■後期高齢者医療制度への移行 
 75歳になると国保を抜けて【後期高齢者医療制度】で医療を受けることになります。75歳に

なるときには届け出は必要ありません。 

 また、65歳以上 75歳未満の一定程度の障がいがある方で、申請により認められた方も後期高

齢者医療制度へ移行することができます。詳しくは、保険年金課医療年金係（0855-52-7483）

までお問合せください。 

 

 

国等からの

補助 

 

保険証の提示 

医療費の一部を支払う 

医療機関 

加入者 

（被保険者） 

保険給付に必要な費用を交付 

保険証の交付 

保険料を納める 

診療をする 

医療費を請求する 

国保連合会を通じて、残りの医療費を支払う 

保険給付に充てるための国保事業費納付金を納付 

市区町村 

（手続きの窓口） 

都道府県 

（運営） 

保険者 

医療費の額を決定し報告する 

都道府県ごとに 

１団体ずつ設立 

国保連合会 

（審査支払事業） 
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▷医療機関にかかるとき 
 医療機関にかかったとき、次の負担で治療を受けることができます。 

 

■医療費の自己負担割合 

小学校就学前の乳幼児 小学校就学後～70歳未満 70歳～74歳 

2割 3割 2割（一定所得以上の人は 3割） 

次の要件に全てあてはまる場合は、一部負担金の減免等の適用を受けることができます。 

① 災害、失業等の理由により生活が著しく困難となった場合（世帯の収入金額が生活保護基準以下で、預

貯金が基準生活費の３か月以下の世帯） 

② 緊急に治療を要する疾病のため入院が必要と医師が認めた場合 

③ 国民健康保険料を完納していること 

 

■入院したときの食事代 

入院したときの食事代は定額負担ですみます。 

下記以外の人 
（小児慢性特定疾病児童等及び指定難病患者の負担額については、1食あたり 260円に据え置かれます） 

１食あたり 460円 

住民税非課税世帯 

低所得Ⅱ 

過去 12か月の 

入院日数が 

90日まで  １食あたり 210円 

91日から  １食あたり 160円 

70歳以上で低所得Ⅰの人 １食あたり 100円 

※住民税非課税世帯等の人は、国保窓口で【限度額適用・標準負担額減額認定証】の交付申請が必要です。 

※入院期間が 90日を超え、1食あたり 160円になるときも再度申請が必要です（長期認定）。 

 

■全額を自己負担したとき 

次のような場合は、いったん全額自己負担となりますが、国保窓口へ申請し、審査で必要と認めた

場合には、自己負担分を除いた額が後から払い戻されます。 

① 旅先での急病など、やむを得ず保険証を持たずに診療を受けたとき 

② 医師が治療上必要と認めた、コルセットなどの治療用装具代を支払ったとき 

③ 骨折や捻挫等で、柔道整復師（接骨院、整骨院）の施術を受けたとき 

④ 医師が必要と認めた、はり、きゅう、あんま、マッサージなどの施術を受けたとき 

⑤ 医師が必要と認めた、手術などで輸血に用いた生血代（第三者からの輸血に限る） 

⑥ 海外渡航中に病院にかかったとき 

 

※接骨院、整骨院にかかるとき 

接骨院、整骨院は国家資格を持つ「柔道整復師」が、整復・固定などを行い、人間の持つ治癒力

を最大限に発揮させる施術（治療）を行う施設です。保険が適用される施術の範囲は、医療行為

を行う医師に比べて限定されています。 

保険が使える場合 保険が使えない場合 

捻挫、打撲、挫傷（肉ばなれ）、骨折・脱臼の

応急手当、医師の同意がある骨折、脱臼 

左記以外 

内科的原因によるもの、肩こりなど慢性的症状 

 

▷届け出が必要なとき 
 国保に加入するときややめるときなどには、14日以内に窓口で届け出をしてください。 

■国保に入るとき 

 

■国保をやめるとき 

 

■その他 

 

国保の各手続きにマイナンバー（個人番号）の記載が必要となります。手続きの際には、上記の

ものにあわせて、マイナンバーカードまたは通知カードをお持ちください。（通知カードがない場

合、本人の同意のもとマイナンバーをお調べできる場合があります。） 

また、代理人による手続きの際には委任状が必要となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こんなとき 手続きに必要なもの 

他の市町村から転入してきたとき 前年中の所得がわかるもの、本人確認書類 

職場の健康保険をやめたとき、または 

その被扶養者から外れたとき 

職場の健康保険をやめた証明書（資格喪失証明書、もしくは扶養が

無い場合は離職票）、本人確認書類 

子どもが生まれたとき 本人確認書類 

こんなとき 手続きに必要なもの 

他の市町村に転出するとき 保険証、本人確認書類 

職場の健康保険に入ったとき、または 

その被扶養者になったとき 
国保の保険証と職場の保険証の両方、本人確認書類 

国保の被保険者が死亡したとき 
保険証、喪主の印かん、喪主の口座が分かるもの、本人確認書類、

喪主のマイナンバーがわかるもの 

こんなとき 手続きに必要なもの 

住所や氏名が変わったとき、世帯が変

わったとき 
保険証、本人確認書類 

修学のため市外に住民登録したとき 
保険証、在学証明書（原本）もしくは学生証の写し、本人確認書類 

※転出先の住民票が必要な場合があります。 

保険証をなくしたときや汚れて使えな 

くなったとき 
本人確認書類 

 

■届け出の遅れにご注意ください！！ 

国保に入る手続きが 14日以内になされなかったとき 
・特別な理由がない限り、手続きをした日より前の医療費は全額自己負担となります。 

・保険料は、手続きをした日からではなく、加入する資格を得た月までさかのぼってかかります。（最

高２年間） 
国保をやめる手続きが遅れたとき 
・保険料を従来どおり請求することがあります。 

・職場の健康保険の「資格取得日」以降に、国保の保険証を使用しているときは、すぐに健康保険証

が変わっている事を病院等にご連絡ください。変更できなかった月がある場合は、国保負担分の医

療費を請求します。 
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こんなとき 手続きに必要なもの 
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■届け出の遅れにご注意ください！！ 

国保に入る手続きが 14日以内になされなかったとき 
・特別な理由がない限り、手続きをした日より前の医療費は全額自己負担となります。 

・保険料は、手続きをした日からではなく、加入する資格を得た月までさかのぼってかかります。（最

高２年間） 
国保をやめる手続きが遅れたとき 
・保険料を従来どおり請求することがあります。 

・職場の健康保険の「資格取得日」以降に、国保の保険証を使用しているときは、すぐに健康保険証

が変わっている事を病院等にご連絡ください。変更できなかった月がある場合は、国保負担分の医

療費を請求します。 
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▷医療費が高額になったとき
同じ月（１日から末日まで）にかかった医療費の一部負担金の額が自己負担限度額を超えた場

合、その超えた金額を後日、高額療養費として支給します。（食事代・病衣代・個室代などの自費

部分は対象外） 
70歳未満の人と 70歳以上 75歳未満の人では限度額が異なります。 

 

■窓口での支払額が限度額までになるとき（限度額認定証の交付） 
 外来・入院とも限度額認定証を提示することで、一医療機関の窓口での支払は限度額までとなり

ます。ただし、限度額は所得区分により異なるため、事前に国保窓口で限度額認定証交付申請をし

てください。 

※70歳未満の人の認定証の交付は、国民健康保険料を完納していることが条件です。 

 ※保険証と同様の有効期限があります。有効期限満了後、引き続き必要な方は再度申請が必要で

す。 

 ※世帯に異動があると所得区分が変わることがあります。区分が変わると、既に交付している認

定証を返却し、新しい認定証の交付が必要です。返却せずに医療を受けた場合、後日医療費を

追加徴収することがあります。 

 

■自己負担限度額（月額） 

〇70歳未満の人 

所得区分（国保加入者の合計所得）（注1） 3回目までの限度額  4回目以降（注2）

ア
 
基準総所得額 901万円以上 

252,600 円

＋（医療費-842,000円）×1％ 
140,100円 

イ
 
基準総所得額 600～901万円以下

167,400 円

＋（医療費-558,000円）×1％ 
93,000円

ウ 基準総所得額 210～600万円以下 80,100＋（医療費-267,000円）×1％ 44,400円 

エ 基準総所得額 210万円以下 57,600円 44,400円 

オ 住民税非課税世帯 35,400円 24,600円 

（注1）

（注2）

…基準総所得額＝前年中の総所得金額－基礎控除額 43万円 

…過去12か月に 4回以上高額療養費が発生した場合の 4回目以降の限度額です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■同じ世帯で合算して限度額を超えたとき 

同じ世帯で、同じ月に21,000円以上の自己負担額を2回以上支払った場合、それらを合 

算して限度額を超えた分が支給されます。 

 

▷こんなときにも給付があります 
 

■子どもが生まれたとき（出産育児一時金の支給） 

被保険者が出産したときまたは妊娠 4 か月以上の死産・流産の場合、出産育児一時金が支給さ

れます。原則として、国保から医療機関に直接支払われます（出産育児一時金直接支払制度）。出

産のために入院する際、医療機関で手続きしてください。出産費用が一時金より低かった場合は、

申請いただくことで差額を支給します。 

ただし、会社等をやめてから 6 か月以内の出産の場合、前の保険から給付される場合もありま

す。 

 

■被保険者が死亡したとき（葬祭費の支給） 

 被保険者が死亡され、葬儀が行われたときは、葬儀を行った人（喪主）に葬祭費（3万円）が支

給されます。 

 ただし、国保の資格取得後 3 か月以内に亡くなり、国保加入前にご本人が社会保険に加入して

いた場合は、社会保険から支給されます。 

 

 

▷特定疾病療養受療証の交付
 人工透析が必要な慢性腎不全、血友病、HIVなどの長期高額疾病の場合、「特定疾病療養受療証」

を提示すれば、１か月の自己負担限度額は１万円（70歳未満の人工透析をしている上位所得者は

２万円）までとなります。受療証が必要な場合は国保窓口へお問い合わせください。 

 

 

▷交通事故などにあったとき 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三者行為で保険証を使う場合は、必ず国保に届け出をしてください 

 交通事故やスポーツ中の事故、飲食店等での食中毒など第三者から傷害を受けた場合、 

その医療費は加害者が全額負担するのが原則です。 

しかし、国保に加入している人は、国保に届け出をすることにより保険診療が受けられ

ます。 

本来加害者が負担すべき医療費を一時的に立て替え、後日国保から加害者へ請求します。

交通事故などで保険証を使う場合は必ず市役所まで届け出をしてください。 

 届け出の前に、勝手に示談をして治療費を受け取ったりすると国保が使えなくなります。 

 

詳しくは、国保窓口へお問い合わせください。
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▷国民健康保険料の納付 

　国民健康保険料（国保料）の納付方法は、普通徴収（納付書や口座振替により金融機関等へ納付
 

する方法）と特別徴収（世帯主の年金から天引きされる方法）があります。
 

■特別徴収（年金天引き）とは 

次の条件を満たす世帯の保険料については、原則として現在受給されている世帯主の年金から

お支払い（天引き）となります。 

① 国保加入者全員が 65歳～74歳の世帯（世帯主が国保加入者でない世帯を除く） 

② 世帯主の年金額が年額 18万円以上で、介護保険料の特別徴収対象者 

③ 世帯主の介護保険料と国保料の合計額が年金支給額の 1/2を超えない場合 

④ 国保料の納付方法が口座振替でない場合（納付書で支払っている） 

 

また、お申し出により「口座振替」でのお支払いが可能です。口座振替を希望される世帯の人に

つきましては、事前に金融機関の窓口にて口座振替の手続きを行った上、「ご本人控え」をお持ち

いただき、国保窓口で所定の申請用紙を提出してください。 

※口座振替で確実な納付が見込めない人については変更が認められない場合があります。また、

保険料の納付が滞った場合は年金からのお支払いを開始します。 
 

■国保料の納期について 

【普通徴収】年間の保険料を 6月から翌年の３月までの 10回でお支払いただきます。 

【特別徴収（年金からの天引き）】４，６，８月は仮徴収として前年度 10月以降に納めた保険料 

と同額を徴し、10，12，2月は６月に決定する年間の保険料から仮徴収額を差し引いた額を 

割り振ります。 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

普通

徴収 
  

1 
期 

2 
期 

3 
期 

4 
期 

5 
期 

6 
期 

7 
期 

8 
期 

9 
期 

10 
期 

特別

徴収 

1 
回目 

 
2 
回目 

 
3 
回目 

 
4 
回目 

 
5 
回目 

 
6 
回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険料の納付義務者は世帯主です！ 

世帯の誰かが国保に加入していれば、世帯主宛に通知をお送りしています 

 

仮徴収 本徴収 

保険料の納付は【口座振替】をご利用ください 

～手続きは、金融機関の窓口で行ってください～ 

 

〇70歳～74歳の人 

所得区分 
 

②入院／外来＋入院（世帯ごと） 
①外来（個人ごと） 

課 

税 

現
役
並
み
所
得
者 

課税所得 

690万円以上 

252,600円＋(医療費－842,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）140,100円） 

課税所得 

380万円以上 

167,400円＋(医療費－558,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）93,000円） 

課税所得 

145万円以上 

80,100円＋(医療費－267,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）44,400円） 

一  般 
（課税所得 145万円未満） 

 

１８，０００円 

（８月～翌年７月の年間限度額

144,000円） 

５７，６００円 

（多数該当（４回目以降の場合）44,400円） 

非
課
税 

低所得Ⅱ(注 1) 
  ８，０００円 

２４，６００円 

低所得Ⅰ(注 2) １５，０００円 

（注 1）低所得Ⅱ・・同一世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税の人 

 （注 2）低所得Ⅰ・・同一世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税で所得が 0円になる人(年金収入の場合８０万円以下) 

 ※75歳に達する月は自己負担限度額が 1/2になります。（１日生まれの人は除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高額介護合算制度 

 国保と介護保険のそれぞれの自己負担限度額適用後に、両方の年間の自己負担を合算して一定

の限度額（年間）を超えた場合は、申請により、その超えた額が「高額介護合算療養費」として支

給されます。期間中、国保に加入しており支給対象となった人には申請書を送付します。 

※高額介護合算療養費の限度額【年額〈8月～翌年７月〉】 

〇70歳未満の人                  〇70歳以上 75歳未満の人 

    

※基準総所得額＝前年中の総所得金額等－基礎控除額４３万円  ※課税所得＝前年中の総所得金額等－各種所得控除額 

※限度額を超える額が 500円以下の場合は支給されません。 

所得区分 限 度 額 

基準総所得額 901万円超 ２１２万円 

基準総所得額 600 万円超～901 万円

以下 
１４１万円 

基準総所得額 210 万円超～600 万円

以下 
６７万円 

基準総所得額 210万円以下 ６０万円 

住民税非課税世帯 ３４万円 

所得区分 限度額 

課税所得 690万円以上 ２１２万円 

課税所得 380万円以上～690万円

未満 
１４１万円

 

課税所得 145万円以上～380万円

未満 
６７万円

 

課税所得 145万円未満 ５６万円 

住民税非課税 ３１万円 

住民税非課税（所得が一定以下） １９万円 

認定証不要 

認定証不要 

 

■高額療養費の支給申請について 

 高額療養費支給申請書の届いた人は、保険証、印かん、本人確認書類（運転免許証等）をお持ちいただき、

申請してください（郵便でも受け付けます）。また、治療を受けた月の翌月の初日（ただし一部負担金を支払っ

た日が翌月以降の場合は支払った日の翌日）から２年を過ぎると、申請しても支給されませんのでご注意くだ

さい。 
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▷国民健康保険料の納付 

　国民健康保険料（国保料）の納付方法は、普通徴収（納付書や口座振替により金融機関等へ納付
 

する方法）と特別徴収（世帯主の年金から天引きされる方法）があります。
 

■特別徴収（年金天引き）とは 

次の条件を満たす世帯の保険料については、原則として現在受給されている世帯主の年金から

お支払い（天引き）となります。 

① 国保加入者全員が 65歳～74歳の世帯（世帯主が国保加入者でない世帯を除く） 

② 世帯主の年金額が年額 18万円以上で、介護保険料の特別徴収対象者 

③ 世帯主の介護保険料と国保料の合計額が年金支給額の 1/2を超えない場合 

④ 国保料の納付方法が口座振替でない場合（納付書で支払っている） 

 

また、お申し出により「口座振替」でのお支払いが可能です。口座振替を希望される世帯の人に

つきましては、事前に金融機関の窓口にて口座振替の手続きを行った上、「ご本人控え」をお持ち

いただき、国保窓口で所定の申請用紙を提出してください。 

※口座振替で確実な納付が見込めない人については変更が認められない場合があります。また、

保険料の納付が滞った場合は年金からのお支払いを開始します。 
 

■国保料の納期について 

【普通徴収】年間の保険料を 6月から翌年の３月までの 10回でお支払いただきます。 

【特別徴収（年金からの天引き）】４，６，８月は仮徴収として前年度 10月以降に納めた保険料 

と同額を徴し、10，12，2月は６月に決定する年間の保険料から仮徴収額を差し引いた額を 

割り振ります。 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

普通

徴収 
  

1 
期 

2 
期 

3 
期 

4 
期 

5 
期 

6 
期 

7 
期 

8 
期 

9 
期 

10 
期 

特別

徴収 

1 
回目 

 
2 
回目 

 
3 
回目 

 
4 
回目 

 
5 
回目 

 
6 
回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険料の納付義務者は世帯主です！ 

世帯の誰かが国保に加入していれば、世帯主宛に通知をお送りしています 

 

仮徴収 本徴収 

保険料の納付は【口座振替】をご利用ください 

～手続きは、金融機関の窓口で行ってください～ 

 

〇70歳～74歳の人 

所得区分 
 

②入院／外来＋入院（世帯ごと） 
①外来（個人ごと） 

課 

税 

現
役
並
み
所
得
者 

課税所得 

690万円以上 

252,600円＋(医療費－842,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）140,100円） 

課税所得 

380万円以上 

167,400円＋(医療費－558,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）93,000円） 

課税所得 

145万円以上 

80,100円＋(医療費－267,000円)×1％ 

（多数該当（４回目以降の場合）44,400円） 

一  般 
（課税所得 145万円未満） 

 

１８，０００円 

（８月～翌年７月の年間限度額

144,000円） 

５７，６００円 

（多数該当（４回目以降の場合）44,400円） 

非
課
税 

低所得Ⅱ(注 1) 
  ８，０００円 

２４，６００円 

低所得Ⅰ(注 2) １５，０００円 

（注 1）低所得Ⅱ・・同一世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税の人 

 （注 2）低所得Ⅰ・・同一世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税で所得が 0円になる人(年金収入の場合８０万円以下) 

 ※75歳に達する月は自己負担限度額が 1/2になります。（１日生まれの人は除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高額介護合算制度 

 国保と介護保険のそれぞれの自己負担限度額適用後に、両方の年間の自己負担を合算して一定

の限度額（年間）を超えた場合は、申請により、その超えた額が「高額介護合算療養費」として支

給されます。期間中、国保に加入しており支給対象となった人には申請書を送付します。 

※高額介護合算療養費の限度額【年額〈8月～翌年７月〉】 

〇70歳未満の人                  〇70歳以上 75歳未満の人 

    

※基準総所得額＝前年中の総所得金額等－基礎控除額４３万円  ※課税所得＝前年中の総所得金額等－各種所得控除額 

※限度額を超える額が 500円以下の場合は支給されません。 

所得区分 限 度 額 

基準総所得額 901万円超 ２１２万円 

基準総所得額 600 万円超～901 万円

以下 
１４１万円 

基準総所得額 210 万円超～600 万円

以下 
６７万円 

基準総所得額 210万円以下 ６０万円 

住民税非課税世帯 ３４万円 

所得区分 限度額 

課税所得 690万円以上 ２１２万円 

課税所得 380万円以上～690万円

未満 
１４１万円

 

課税所得 145万円以上～380万円

未満 
６７万円

 

課税所得 145万円未満 ５６万円 

住民税非課税 ３１万円 

住民税非課税（所得が一定以下） １９万円 

認定証不要 

認定証不要 

 

■高額療養費の支給申請について 

 高額療養費支給申請書の届いた人は、保険証、印かん、本人確認書類（運転免許証等）をお持ちいただき、

申請してください（郵便でも受け付けます）。また、治療を受けた月の翌月の初日（ただし一部負担金を支払っ

た日が翌月以降の場合は支払った日の翌日）から２年を過ぎると、申請しても支給されませんのでご注意くだ

さい。 
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■非自発的失業（解雇や雇止めなど）による保険料の軽減 
リストラや会社の倒産、解雇など事業主の都合（非自発的理由）で離職された６５歳未満の方は、

申請により保険料が軽減されます。 

〇対象者 

雇用保険の特定受給資格者（倒産、解雇などによる離職）及び特定理由離職者（雇止めなどによ 

る離職）として失業等給付を受ける 65歳未満の人 

〇軽減額   

保険料の所得割部分と世帯軽減判定（均等割・平等割部分）を前年の給与所得をその 30/100

とみなして算定します。 

※高額療養費などの所得区分の判定も前年所得を軽減して判定します。 

〇軽減期間   

離職の翌日の属する月から翌年度末までの期間。ただし国保を脱退されると終了します。 

〇手続き 

職業安定所で交付される「雇用保険受給資格者証」と保険証をお持ちになり、国保窓口で手続き 

をしてください。 

 

■後期高齢者医療制度創設に伴う軽減 
国保加入者が 75歳を迎え後期高齢者医療制度に移行し、75歳未満の人が引き続き国保に加入

されている場合、次のとおり保険料が軽減されます。 

① 保険料の軽減を受けている世帯は、世帯構成や収入が変わらなければ、今までと同じ軽減を受
けることができます。 

② 国民健康保険の被保険者が 1 人となる場合には、医療給付費分と後期高齢者支援金分の平等

割部分が５年間は半額に、その後 3年間は 4分の 3に軽減されます。 

 

■被用者保険の被扶養者であった人の保険料の軽減 
75歳以上の人が、職場の健康保険などの被用者保険から後期高齢者医療制度に移行することに

より、その扶養家族である被扶養者の人（65歳以上 75歳未満）が新たに国民健康保険に加入す

ることになった場合、保険料が軽減されます。軽減期間は、加入月から 2年間（24か月）です。 

① 旧被扶養者にかかる所得割額   → 全額免除 

② 旧被扶養者にかかる均等割額   → 半額に軽減 

※7割軽減、５割軽減に該当する世帯には適用されません。 

③ 旧被扶養者のみで構成される世帯 → 平等割額を半額に軽減 

※７割軽減、５割軽減に該当する世帯には適用されません。世帯内の国保加入者に旧被扶養者以

外の方がいる場合は適用されませんが資格異動により年度途中で国保加入者が旧被扶養者のみ

になった場合は、その時点が属する月から軽減が適用されます。 

 

■未就学児に対する均等割額の軽減 

国民健康保険に加入する未就学児にかかる均等割額の 5割が減額となります。 

均等割額が 7割・5割・2割軽減されている世帯については、軽減後の額が 5割軽減されます。 

 

 

 
 

▷令和 4年度の国民健康保険料 
 

■令和 4年度の保険料率 

区 分 医療分 
後期高齢者

支援金分 
介護分 

40歳以上 65歳未満 
内   容 

所得割 ９.２％ ２.４％ ２.７％ 
〔前年中の総所得金額等－  

基礎控除額43万円（注1）〕×料率  

均等割 24,700円 6,600円 8,600円 世帯に属する国保加入者×額 

平等割 16,200円 4,300円 4,200円 一世帯あたりの額 

最高限度額 65万円 20万円 １7万円 区分ごとの負担上限額 

※保険料は、所得割額、均等割額、平等割額を合計した額となります。

（注1）地方税法第292条第1項第13号に定める合計所得金額が2,400万円を超える場合は、基礎控除額が減税

　されます。

 

※前年度の総所得金額には、山林所得及び住民税で分離課税として申告された株式の譲渡所得や配当所得、土地

の譲渡所得を含みます。 

※年度途中で加入、喪失された人は加入月数による月割計算となります。 

 

 

 

 

 

 

 

  
■保険料の均等割と平等割の軽減 
次のような一定所得以下の世帯は、均等割と平等割が軽減されます。 

軽減割合 世帯主を含む国保加入者の令和3年中所得の合計 

7割軽減 43万円(基礎控除額)＋（給与所得者等の数(注)-1）×10万円 

5割軽減 43万円(基礎控除額)＋28.5万円×国保加入者数＋10万円×(給与所得者等の数(注)-1) 

２割軽減 43万円(基礎控除額)＋52万円×国保加入者数＋10万円×(給与所得者等の数(注)-１) 

 (注)一定給与所得者（給与収入 55万円超）と公的年金等の支給 60万円超（65歳未満）または110万円超

（65歳以上）を受ける者。 

※所得未申告の人がいる世帯には軽減が適用されませんので、必ず申告しましょう。 

 ※年金所得（昭和 32 年１月１日以前生まれの人）、専従者控除、譲渡所得の特別控除がある場合は軽減判定

所得が保険料計算の所得と変わります。国保から後期高齢者医療制度に移行した人の所得及び人数を含めて判

定する場合もあります。 

 

・年度途中に 65歳になられる場合の介護納付金は、65歳の誕生月の前月（1日が誕生日の人はその前々月）まで

の分が月割して算出され、その額を納期全体（1期～10期）に振り分けてのご負担となります。40歳到達者は、

到達月から介護納付金が合算されます。 

・40歳～64歳の国民健康保険加入者が、介護保険の適用除外施設に入所している、または入所すると、入所期間

中の介護納付金が免除されます。適用除外の事由に該当した場合、または介護保険の適用除外施設の退所等により

適用除外の事由に該当しなくなった場合には届け出をしてください。 
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■非自発的失業（解雇や雇止めなど）による保険料の軽減 
リストラや会社の倒産、解雇など事業主の都合（非自発的理由）で離職された６５歳未満の方は、

申請により保険料が軽減されます。 

〇対象者 

雇用保険の特定受給資格者（倒産、解雇などによる離職）及び特定理由離職者（雇止めなどによ 

る離職）として失業等給付を受ける 65歳未満の人 

〇軽減額   

保険料の所得割部分と世帯軽減判定（均等割・平等割部分）を前年の給与所得をその 30/100

とみなして算定します。 

※高額療養費などの所得区分の判定も前年所得を軽減して判定します。 

〇軽減期間   

離職の翌日の属する月から翌年度末までの期間。ただし国保を脱退されると終了します。 

〇手続き 

職業安定所で交付される「雇用保険受給資格者証」と保険証をお持ちになり、国保窓口で手続き 

をしてください。 

 

■後期高齢者医療制度創設に伴う軽減 
国保加入者が 75歳を迎え後期高齢者医療制度に移行し、75歳未満の人が引き続き国保に加入

されている場合、次のとおり保険料が軽減されます。 

① 保険料の軽減を受けている世帯は、世帯構成や収入が変わらなければ、今までと同じ軽減を受
けることができます。 

② 国民健康保険の被保険者が 1 人となる場合には、医療給付費分と後期高齢者支援金分の平等

割部分が５年間は半額に、その後 3年間は 4分の 3に軽減されます。 

 

■被用者保険の被扶養者であった人の保険料の軽減 
75歳以上の人が、職場の健康保険などの被用者保険から後期高齢者医療制度に移行することに

より、その扶養家族である被扶養者の人（65歳以上 75歳未満）が新たに国民健康保険に加入す

ることになった場合、保険料が軽減されます。軽減期間は、加入月から 2年間（24か月）です。 

① 旧被扶養者にかかる所得割額   → 全額免除 

② 旧被扶養者にかかる均等割額   → 半額に軽減 

※7割軽減、５割軽減に該当する世帯には適用されません。 

③ 旧被扶養者のみで構成される世帯 → 平等割額を半額に軽減 

※７割軽減、５割軽減に該当する世帯には適用されません。世帯内の国保加入者に旧被扶養者以

外の方がいる場合は適用されませんが資格異動により年度途中で国保加入者が旧被扶養者のみ

になった場合は、その時点が属する月から軽減が適用されます。 

 

■未就学児に対する均等割額の軽減 

国民健康保険に加入する未就学児にかかる均等割額の 5割が減額となります。 

均等割額が 7割・5割・2割軽減されている世帯については、軽減後の額が 5割軽減されます。 

 

 

 
 

▷令和 4年度の国民健康保険料 
 

■令和 4年度の保険料率 

区 分 医療分 
後期高齢者

支援金分 
介護分 

40歳以上 65歳未満 
内   容 

所得割 ９.２％ ２.４％ ２.７％ 
〔前年中の総所得金額等－  

基礎控除額43万円（注1）〕×料率  

均等割 24,700円 6,600円 8,600円 世帯に属する国保加入者×額 

平等割 16,200円 4,300円 4,200円 一世帯あたりの額 

最高限度額 65万円 20万円 １7万円 区分ごとの負担上限額 

※保険料は、所得割額、均等割額、平等割額を合計した額となります。

（注1）地方税法第292条第1項第13号に定める合計所得金額が2,400万円を超える場合は、基礎控除額が減税

　されます。

 

※前年度の総所得金額には、山林所得及び住民税で分離課税として申告された株式の譲渡所得や配当所得、土地

の譲渡所得を含みます。 

※年度途中で加入、喪失された人は加入月数による月割計算となります。 

 

 

 

 

 

 

 

  
■保険料の均等割と平等割の軽減 
次のような一定所得以下の世帯は、均等割と平等割が軽減されます。 

軽減割合 世帯主を含む国保加入者の令和3年中所得の合計 

7割軽減 43万円(基礎控除額)＋（給与所得者等の数(注)-1）×10万円 

5割軽減 43万円(基礎控除額)＋28.5万円×国保加入者数＋10万円×(給与所得者等の数(注)-1) 
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11



 
 

▷国保の保健事業 
■特定健診（40～74歳の人が対象） 
特定健診は、糖尿病や脳卒中、心臓病などの生活習慣病を予防するために、メタボリックシンド

ローム（内臓脂肪症候群）に着目した検査で、年１回実施しています。6月から 10月末までの間

に必ず受診してください。受診料は 1,000円です。詳しくは受診券同封の案内文書をご覧くださ

い。 

 

〇受診券について                             

 ・受診券は５月下旬に封書（黄色い封筒）で送付します。 

 ・３月末の国保加入状況で発行しています。４月以降に江津市国民健康保険に加入された人は、

翌月以降に受診券を送付します。 

 ・国保が募集する人間ドックを受診される場合は、同一年度に特定健診を受診することはできま

せん。 

 

〇健診の内容                             

 身長・体重、腹囲、血圧測定、尿検査、血液検査（肝機能、脂質、血糖）、貧血検査、尿酸、腎

機能検査、心電図検査、診察 

【詳細検査（医師が必要と判断した場合）】眼底検査 

 

※社会保険への加入等により、江津市国民健康保険の資格がなくなった場合は、国保の特定健診を

受けることができません。国保の資格がなくなった日以降に受診されますと、自己負担が発生す

ることがあります。 

※特定健診は、島根県医師会と委託契約を結んでいる島根県内のほとんどの医療機関で受けるこ

とができます。委託契約を結んでいる医療機関かどうかは、保険年金課までお問い合わせくださ

い。 

※派遣先やパート等で会社の健康診断を受診された人は、お手数ですが、健診結果の写しを国保

窓口までお持ちください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■がん検診 
国保加入者で対象となる方は下記のがん検診を無料で受けることができます。 

「江津市健康づくり予定表」に対象者等が記載されていますのでご確認ください。 

〇胃がん 〇前立腺がん 〇乳がん 〇子宮頸がん 〇大腸がん 〇肺がん 

 

 

 

■特定保健指導の利用券が届いたら… 

 特定健診の結果により、生活習慣の改善が必要と思われる人には、保健指導の利用券を送付し

ます。 

 保健師または管理栄養士が一人ひとりにあった個別支援計画を作成し、指導を行います。 

 ぜひご利用ください。 

12 
 

■保険料の減免制度 
〇対象者 

災害等により生活が著しく困難となった人、または失業、倒産、廃業等により、当該年に所得が

皆無となった人（定年退職、自己都合退職は含みません）  

〇軽減率 

保険料の計算時の「前年の所得」を「当該年の見込み所得」とみなして算定します。 

 

■新型コロナウイルス感染症に伴う相談・支援制度 
新型コロナウイルス感染症の影響で収入が減った世帯は、要件を満たすと申請により保険料の

減免や徴収猶予ができる場合があります。また、新型コロナウイルスに感染またはその疑いのある

人で3日を超えて休職した給与所得者に対して傷病手当金が支給される場合があります。

　まずはご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料を納めずにいると… 

■督促手数料が発生します 

納期限が過ぎると 20日以内に督促状が送付され、保険料とは別に手数料として 100

円が加算されます。 

■延滞金が発生します 

 納期限が過ぎ、一定の条件を満たすと延滞金が発生します。 

■利用できない制度があります【未納があると利用できない制度】 

・限度額適用認定証の発行 

   ・一部負担金（自己負担金）の減免制度   

・人間ドックの助成制度 

■短期保険証の交付（1年間有効の保険証ではなくなります） 

 通常の有効期間（1年）より短い保険証が交付されます。短期保険証は通常の保険証

と同じ医療費の自己負担ですが、更新の手続きが必要となります。 

■資格証明書の交付（医療費が 10割負担となります） 

 保険証ではなく、国保の資格を有することを証明するものです。医療費の支払いは資

格証明書を提示の上、いったん10割を負担していただくことになります。 

※その後領収書を添付して申請していただくと自己負担分以外をお返しします。（滞

納保険料に充当する場合があります）  

■財産の差し押さえ 

 

納付が難しいときは、 

早めにご相談ください！ 
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▷国保からみなさんへ 
江津市の 1 人あたりの医療費は島根県内で最も高い状況で

す。医療費は保険料でまかなわれているため、このまま増え

続けると、保険料の引き上げにつながります。そうならない

ためにも医療費の節約を心がけましょう。医療費の節約のた

めにできることをご紹介します。 

 

■特定健診や人間ドック、がん検診を活用しましょう 

病気の早期発見、早期治療につながります。毎年必ず受けましょう。 

 

■かかりつけ医を持ちましょう 

日頃から、病気の治療や医療の相談にのってもらえる「かかりつけ医」を持ちましょう。紹介

状を持たずに最初から大きな病院を受診すると、費用が余計にかかる場合があります。 

 

■かかりつけ薬局を持ち、重複服薬を防ぎましょう 

　複数の病院にかかり、別々の薬局で薬を処方してもらっているといつの間にか薬の種類が増

え、気づかないうちに同じ効用を持つ薬を重複して服用し、副作用を引き起こすことがありま

す。病院と同じようにかかりつけ薬局を持ち、相談しましょう。

 

■重複受診をやめましょう 
あちこちの病院を次々受診するのはやめましょう。検査・処置・注射などをやり直すため、医療

費のむだ使いになります。

■ジェネリック医薬品（後発医薬品）を活用しましょう 

ジェネリック医薬品とは、先発医薬品の特許が切れた後に販売される、同じ有効成分、効

能・効果をもつ後発医薬品のことです。先発医薬品より安価（新薬の2〜7割程度の価格）で

医療費負担の軽減につながります。医師・薬剤師に相談し、活用しましょう。 

 

■お薬手帳を活用しましょう 

お薬手帳とは、使っている薬の名前・量・日数・使用法などを記録する手帳です。副作用やア

レルギーの有無も記入できます。 

 お薬手帳が複数あると、薬の重複や飲みあわせのチェックができませんので、必ず 1人 1冊に

まとめておきましょう。

 

■時間外受診を控えましょう 
緊急でないときは、夜間や休日の診療時間外の受診をやめましょう。急病で心配なときは、ま

ず「24時間ごうつ電話健康相談」（0120-502-564）を活用しましょう。 

 

 

 

■人間ドック 
江津市国民健康保険の保健事業として国保加入者を対象に、１日外来ドック、脳ドックの助成を

しています。１日外来ドックでは胃カメラ、脳ドックでは MRI 検査等が受けられます。病気の早

期発見、早期治療のためご利用ください。 

 

〇助成対象者 

江津市国保加入者で、国保料の滞納がない世帯 

〇申込方法 

 毎年４月に募集します。詳しくは毎年「広報ごうつ４月号」をご覧ください。 

〇実施医療機関 

  済生会江津総合病院  ①１日外来ドック ②脳ドック 

浜田医療センター   ①１日外来ドック ②脳ドック 

※申し込み多数の場合は前年に受診していない人を優先します。 

〇注意事項

 

同一年度内に１日外来ドック、脳ドックのいずれか１回しか助成を受けることができません。

 

〇自己負担金 

  1日外来ドック 8,000円、脳ドック 9,000円 

 

■24時間ごうつ電話健康相談 
急な病気への対応や毎日の生活で健康について悩みがある方は、「24時間ごうつ電話健康相談」 

をご利用ください。 

〇年中無休（24時間サービス） 〇通話料・相談料無料 

〇専用ダイヤル  0120-502-564  

※携帯電話、スマートフォンからも利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島根県内の 1人当たり医療費（令和 3年 3月～令和 4年 2月診療分） 

 

① 江 津 市 ６１５，２２２円  ⑪ 西 ノ 島 町 ４８８，７２５円 

②  ５９０，５９４円  ⑫ 奥 出 雲 町 ４８８，２９９円 

③  ５４８，３９２円  ⑬ 隠岐の島町 ４８５，１２３円 

④  ５３２，４０４円  ⑭ 出 雲 市 ４６８，８４０円 

⑤  ５２５，３９５円  ⑮ 松 江 市 ４６１，０７７円 

⑥  ５２０，８５５円  ⑯ 益 田 市 ４６１，０５２円 

⑦  ５０３，８４６円  ⑰ 邑 南 町 ４３３，２７５円 

⑧  ４９９，０２７円  ⑱ 海 士 町 ４０６，５９８円 

⑨  ４９５，７９９円  ⑲ 知 夫 村 ３７４，３１４円 

⑩  ４９３，５１６円     

 

江津市は県内で最も高い状況です。健康づくりに努めましょう！ 

川 本 町

津 和 野 町

美 郷 町

飯 南 町

浜 田 市

雲 南 市

安 来 市

吉 賀 町

大 田 市
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レルギーの有無も記入できます。 

 お薬手帳が複数あると、薬の重複や飲みあわせのチェックができませんので、必ず 1人 1冊に

まとめておきましょう。

 

■時間外受診を控えましょう 
緊急でないときは、夜間や休日の診療時間外の受診をやめましょう。急病で心配なときは、ま

ず「24時間ごうつ電話健康相談」（0120-502-564）を活用しましょう。 

 

 

 

■人間ドック 
江津市国民健康保険の保健事業として国保加入者を対象に、１日外来ドック、脳ドックの助成を

しています。１日外来ドックでは胃カメラ、脳ドックでは MRI 検査等が受けられます。病気の早

期発見、早期治療のためご利用ください。 

 

〇助成対象者 

江津市国保加入者で、国保料の滞納がない世帯 

〇申込方法 

 毎年４月に募集します。詳しくは毎年「広報ごうつ４月号」をご覧ください。 

〇実施医療機関 

  済生会江津総合病院  ①１日外来ドック ②脳ドック 

浜田医療センター   ①１日外来ドック ②脳ドック 

※申し込み多数の場合は前年に受診していない人を優先します。 

〇注意事項

 

同一年度内に１日外来ドック、脳ドックのいずれか１回しか助成を受けることができません。

 

〇自己負担金 

  1日外来ドック 8,000円、脳ドック 9,000円 

 

■24時間ごうつ電話健康相談 
急な病気への対応や毎日の生活で健康について悩みがある方は、「24時間ごうつ電話健康相談」 

をご利用ください。 

〇年中無休（24時間サービス） 〇通話料・相談料無料 

〇専用ダイヤル  0120-502-564  

※携帯電話、スマートフォンからも利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島根県内の 1人当たり医療費（令和 3年 3月～令和 4年 2月診療分） 

 

① 江 津 市 ６１５，２２２円  ⑪ 西 ノ 島 町 ４８８，７２５円 

②  ５９０，５９４円  ⑫ 奥 出 雲 町 ４８８，２９９円 

③  ５４８，３９２円  ⑬ 隠岐の島町 ４８５，１２３円 

④  ５３２，４０４円  ⑭ 出 雲 市 ４６８，８４０円 

⑤  ５２５，３９５円  ⑮ 松 江 市 ４６１，０７７円 

⑥  ５２０，８５５円  ⑯ 益 田 市 ４６１，０５２円 

⑦  ５０３，８４６円  ⑰ 邑 南 町 ４３３，２７５円 

⑧  ４９９，０２７円  ⑱ 海 士 町 ４０６，５９８円 

⑨  ４９５，７９９円  ⑲ 知 夫 村 ３７４，３１４円 

⑩  ４９３，５１６円     

 

江津市は県内で最も高い状況です。健康づくりに努めましょう！ 

川 本 町

津 和 野 町

美 郷 町

飯 南 町

浜 田 市

雲 南 市

安 来 市

吉 賀 町

大 田 市
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